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1．　間題の提起

　国際貿易の理論は，ものの流れの分析としての貿易の純粋理論と・かねの流

れの分析としての国際金融の理論からなる。前者はミクロ経済学的アプローチ

を，後者はマク向経済学的アブローチを中心としてい札このために・実物的

分析と貨幣的分析との閥にはギャヅプが生じていると言えよ㌔たとえぱ・貿
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易の純粋理論では保護貿易（通商政策）のモデルが論じられるにもかかわらず，

禺際金融の理論では臼由貿易を想定したモデル展開が基本となってい札

　1985年以降の先進諾国間におけるマクロ経済政策協調の理論的分析は、現実

とは乖離した自由貿易を前提として進められた。しかし，マクロ面の政策協調

から日米構造協議（Structural　Impediments　Initiative）のようなミクP面に

まで及ぶ政策協調の変遷をみると，これは，ミクロ面における構造障壁がマク

ロ政策の効果を弱めているためではないかと考えることができるω。通商政策

を構造障壁の1つとしてとらえると，質易数量に対する制限や規制は，為替レ

ートの変動による数量調整（価格効果）を生じさせず，為替レートのもつ貿易

収支の調整機能を弱めることになると考えられる（詳しいことは後述する）。

また，所得効果による貿易数量の調整をも生じさせない可能性もある。

　為替レートやマクロ政策による貿易収支の不均衡是正が進まないことに対し

て，日米間の通商間魑は，目本の輸出量の自主的な規制から，アメリカが日本

に輸入量を自主的に拡大するように求めることへと変化してきている。これは1

マクロ面の協調が進展しなかったこととともに，貿易収支の不均衛是正を，マ

クロ政策から管理貿易政策へと比重を移すことによって解決しようとすること

のあらわれであると肴える。最近のアメリヵの通商政策は，自由貿易を指向す

るという大義名分のもとに貿易椥乎国に市場の開放を要求し，重商主義的な輸

出促進を目指す方向へと転換してきていることが指摘されている1勃。すなわち・

貿易不均衡の是正に対して，貿易の縮小均衡から拡大均衡へと政策目標が変化

したこととなり，アメリヵの通商政策の目的が，輸入を抑制することから輸出

を拡大する方向へと転換してきていることを意味している。さらに，通商政策

の用いられ方が，国際収支対策からマクロ政策の代替的な政策へと変化してい

るようにもみえる。

　以上のように，マクロの経済変数をミクP政策によって変化させようとする

ところに・通商政策をマクロ経済分析の中でも論じる必要があるという閥魑か
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提起される。そこで，本論では，通商政策が国民所得．貿易収支，為替レート

にいかなる影響を与えるかについて，単純なケインズ・モデルを用いることに

よって考察する；割。通商政策をかねの流れの分析の中にも導入し，傑護貿易を

想定したモデルを展開することによって，マクロ経済の観、煮からも自由貿易の

優位性を明らかにしたい。

　しかし，分析にあたって，次のような間題点も生じる。

　第1に，分析対象の範囲についてである。通商政策の目的は，主として，（1）

輸入産業の保護（たとえぱ幼稚産業保護論），（2）自国の交易条件の有利化（最

適関税論），（3）雇用の拡大，（4）貿易収支の不均衡是正，などである。これらは

貿易の純粋理論の中で論じられているが，（3），（4）については本来，マク四経済

学の分析対象であるとも言える㈹。本論では，マクP繭における考察と整理を

行い，単一財の生産を仮定するマクp経済学のアプローチに通商政策を導入す

ることとする。このため，2財そデルによって論じられる（1）・（2）の目的につい

ては分析の対象からはずれることになる。以上のことは・通商政策を考える場

合に，マクロ，ミクPのいずれからアプローチしたとしても，その考察範囲に

は隈界があるということを示すものであ机

　第2に，分析毛デルについての限界であ乱ケインズ・モデルはマクロ経済

を需要面からアプローチした短期のモデルであ私このなかで・財政・金融政

策の短期的効果を論じることは有効である。が・通商政策は1ひとたび導入さ

れると長期間にわたって継続して採られる政策であり1それを短期モデルで考

察することがどこまで有効であるのか，という間題が生じ乱そこで1通商政

策をとりあげる場舎，段階に分けて分析することが必要であると考え㍍第1

段階は，通商政策を導入したことによる影響を考えること・第2段階は・通商

政策がとられているもとでマクロ経済政策が発動された場合・その政策は有効

である加について考察することであ私

ここでは，通商政策の導入による効果を分析し・第2段階の分析年よ次の機会
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に行うこととする。

早稲田商学第355・356合併号

2．　分析の焦点と仮定

　本論でとりあげる通商政策は，価格メカニズムを利用した輸入関税や輸出補

助金，輸出入量の増滅や貿易数量の固定化を目的とし，管理貿易的な面をもつ

輸出肉羊規制，輸入数量制限，輸入自主拡大である。基本的たケイソズ・毛デ

ルを発展させて，これらの政策の影響を考えることとする。輸入関税，輸出補

助金，輪出自主規制，輪入数量制限，輪入自主拡大のような通商政策がとられ

る場含，これらの政策が自国と外国の国民所得や貿易収支，為替レートなどの

マクロ経済変数にいかなる影響を及ぽすか，について固定為替相場制と変動為

替相場制の2つの場合に分けて分析する。

　通商政策とマクロ経済毛デルについて，たとえぱ，Dombusch，R．［4コが

輸入関税と輸出補助金をとりあげて圃定為替相場制下の小国そデルとして考察

している。しかし，現実には，管理貿易がパイラテラリズム（二国間主義）の

もとで用いられ，一方で，貿易自由化がマルティラテラリズム（多国間主義）

という観点から進められている。このように，現実の国際経済における相互依

存性の高まりを考慮すれぱ，ある1国による通商政策が他国に対していかなる

影響を与えるか、についても考えてみる必要がある。そこで，本論では，

（i）通商政策を導入した場合の乗数効果を，国際経済の相互依存性を考慮し

た2ヶ国モデルによって考察すること，

（ii）通商政策のマクロ経済変数に与える影響が，固定為替相場制下と変動為

替相場制下ではどのように異なるかを比鮫すること，

の2点に焦点をあてる。

　第3節以降のモデルの考察にあたって以下の仮定をおく。

　（1）自国と外国が存在し，各国は比較優位財（たとえぱ差別財）の生産に完全

特化する。
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　（2）短期における自禺財の国内価格（あるいは自国の物価：1〕）と外国財の国

内価格（あるいは外国の物緬：P∫）をそれぞれ硬直的とし，単純化のために，

P二P／＝1とする。実質賃金率も硬直的であり，労働市場には失業が生じてい

る。この仮定によって，産出量は需要面から決定され，総需要の増加は雇用を

促進させることになるo

　（3）ヶインズ・モデルに従い，基本となる自由貿易下の自国と外国の国民所得

均衡条件式がそれぞれ，

　　　ツ＝6（ツ）十ク十9＋κ（θ，ヅ）イが（2，ツ）：c（ツ）十5（ツ）①

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　ヅ＝6＊（戸）十芦十9＊十が（3，ノ）一…κ（2，ヅ）＝6ホ（戸）十∫ホ（ヅ）②
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3

として示されるとする（ツ：国民所得，6：消費支出，s：貯蓄，づ：民間投資支

出，9：政府支出，κ：輸出（外国の輪入），が：外貨建て輸入（外国の輸出），

θ1邦貨建て為替レート，・を付した記号は外国に関Lてである）⑤。ここで，

O＜o’〈1，0〈∫’＜1，6’十5’＝1，∂功∂θ＞O，∂κ／∂ツ‡＞0，∂κホ／∂2〈0，∂κヰ／∂ツ＞0と

仮定する（外国においても同様である）。

　（4）国際経済敢引は貿易取引のみとし，資本移動は考慮しない‘6，。また，貿易

外収支は均衡しているものとする。

3．関税，補助金のマクロ経済的効果

　3－1饒入関税のケ・ス

　貿易収支に赤字が存在する場合，その是正のために輪入（邦貨建て）を減少

させようとして，輸入財に関税を賦課することがあ乱そこで1自国が外国か

らの輪入財に関税を賦課した場合に，自国と外国の国民所得はどのような影響

を受けるのか，また，質易収支を改善させる効果があるのか・について考えて

みる。

　輸入財に関税が賦課されると，禺際価格で輸入された財の国内価格は上昇し1
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関税収入が発生する。この関税収入は政府収入となり，いずれは民間に再分配

されることになるが，ここでは再分配はないものとして’議論を進めることとす

る。すなわち，政府の関税収入を国民所得循環からの漏れとして考えることに

なる。輸入財に対する関税率をまとすれぱ，①式と②式は以下のように警き直

される。

　　　ツ＝o（ツ）十ク十9＋κ（2，戸）一θ〆（2（1＋f），ツ）一炊‡③

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　ヅニo＊（ヅ）十戸十グ十戸（θ（1＋1），ツ）一一一κ（3、ヅ）④
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　θ

　①式と③式との比較において，関税の賦課は，輸入財の国内価格をθから

θ（1＋1）へと上昇させることになり，肉国の外貨建て輪入（外国の輸出量）に

影響を与える。関税率以外の変数を一定とすれぱ，関税率の上昇（低下）は自

国の外貨建て輸入，あるいは外国の輸出量を減少（増加）させることになる。

すなわち，∂刈∂オく0である。また，自国における政肘の関税収入（枕ホ）は

所得循環からの漏れとして示されている。

　関税がド順と外属の困民所得に与える影響を③式と④式から考察する。当初1

θ＝1・仁0とし，自国と外国の民間投資支出と政府支出が一定であるとする

（”＝∂トが＝∂gホ＝O）。

　まず，固定為替相場のケースを考える（幽＝O）。

　③式と④式を用いて，関税が自国および外国の国民所得に及ぽす影響，すな

わち，勿〃，め＊〃をもとめると，

　　　立、ご坐・等・1）・音／　　⑤
　　　〃　　　　　　　　A

　　　　　　一叶・・争・芋・音）

　　　切■＝上皿’』一λ＜0⑥
　　　　（・一舳・各・w音）
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、簑税湘の駅所得に与え欄は1掴の輸入綴の個格弾力性（妥・

制に依存する（通常輸入需要の価格弾力性は負の値をとるため絶対値を

もって示すこととする）。輸入需要が価格の変化に対して非弾力的である場合，

すなわち，価格弾力性の絶対値が1よりも小さい場合，⑥式は必ず負となり、

国民所得は減少する。一方，1よりも大きい値をとる場合（弾力的な場含），

確定的たことは言えないが，十分に大きい値であれぱ⑤式は正となる。⑤式の

符号は，関税収入の発生による所得循環からの漏れと，関税の賦課によって割

高になった外困財から割安になった自国財への需要のシフト（所得循環への注

入）との大小関係に依存する。後老の効果は，関税が邦貨逮て輪入に与える効

果と考えることもできる。

　輸入需要が価格の変化に対して非弾力的である場合，自国通貨で測った輸入

の減少は小さく，外国貝オからピ胴財に対する大きな需要のシフトは生じない。

また，それを上mる閥税収入が所得循環からの漏れとして発生するために1国

民所得が減少することになる。このとき。外国でも自国の輸入需要の低下にと

もなって国民所得は減少する。

　輸入需要が個格の変化に対して十分に弾力的である場合1邦貨腔て翰入が大

きく減少し，外国財から白国財への大きな需要のシフトが生じ飢この効果が

関税収入による所得循環からの漏れよりも大きげれぱ・国民所得は増加するこ

とになる。このとき，外禺所得は滅少するが1それは1関税の賦課による外国

輸脳の初期の滅少が，自禺所得の増カロによる派生的な輸入需要の増加（外国輪

出の増加）を上凹1るためである。

　以上から，自国の翰入需要の価烙弾カ性の大小にかかわりなく・外園の所得

は滅少することがわかる。自禺の輸入関税は禺際的にマイナスの波及効果をも

つことになるo

⑤式と⑥式で示される関税の効果を国民所得の変化率という点からとらえる

と，自国所得は輸入依存度、外園所得は輸出依存度の影響を受けることにな
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るω。畠国（外国）の輸入（輪出）依存度が高いほど，白国（外国）の所得の

変化率は大きくなる。

　ところで，外国からの反響効果を考慮しない小国モデルにおいて（∂炉め｝

＝0とする），関税の白国所得に対する影響を調べると，

め．一〆（舌・等令・）

つゲ」⊥一■……■■止房「L⊥■
　　　　　　s’十一一一一
　　　　　　　　∂，

であり，自国所得への影響は，輸入需要の価格弾力性の絶対値が1よりも大き

いカ㍉小さいかによって決定される。また，⑤式と⑦式で輸入需要の価格弾力

性を同一とすれぱ，前老は外国からの反響効果が牛じるために，後者よりも大

きな傭をとることがわかる。

　関税が貿易収支に与える影響を調べるには，貿易収支（T）をτ＝∬（2，ゾ）’

θが（θ（1＋f），ツ）と定義し｛副，これを全徴分して此＝Oと置いたうえで，⑤式・

⑥式と連立させれぱよい。すなわち，

ダ、一叶げ青」〉。
〃　　　　　　Lλ…

がえられ，関税の賦課は貿易収支を改善させることがわかる。

　っぎに，変動為替相場のケースを考えてみよう。

　変動相場制において，為替レートは貿易収支を均衛させるように決定され

㍍このとき，変動相場制のもつ理論上の隔離効果がf乍用し，関税の外国所得

に対する影響は生じない＝副。つまり，φ“〃＝Oである。また，自国では関税

収入の発生による所得循環からの漏れが生じ，め〃＝一が／∫・くOとなって。

国民所得は減少する（この場合も所得の変化率は輸入依存度の大きさによる）。

このため・輸入関税は，政府収入を璃加させることになるが，自国所得を減少
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させ，失菜を増大させることになる。ただし，以上の説明は，ψ”＜0の場

合の効果である。関税が為替レートに及ぼす影響は，τ＝0と置いて全徴分し，

⑤式，⑥式と連立させることによって求められる。すなわち，

　　　伽　　　　　　　　　一1　　　　　　　　4T
　　　一一一一＝一一…一一・一一一……一一・一一一一一一一一一一一・…・一…一⑨
　　　”　κ（÷・告一・参・筈一1）”

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　　∂κ　　θ　　∂戸
である。ここで、初期の貿易収支が均衡し，■一・∂2　〆・「τ＞1という

マーシャル＝ラーナー条件が成立すると仮定すれぽω，関税は貿易収支を黒字

化させるので，為替レートが増価（白国通貨の価値が上昇）して再び貿易収支

を均衡化させることになる。

　3－2輪出補助金のケース

　白国の輸出を促進するために，政府が輸出に対して補助金を交付する場合，

向国および外困の国民所得や貿易収支はいかなる影響を受けるのか，を分析す

る。輸出補助金の周的としてあげられるのは1貿易収支の赤字を是正すること

と輸出の増加に伴う雇用の拡大という2つである。しかし輸出の促進は，雇

用の拡大と国民所得にプラスの効果を与えることになるが1貿易収支を改善さ

せるかどうかは一概に言えないのである。

　さて，白国から外副こ輸出される財の価格は補助金分だけ割安となり・輪出

財一単位に与えられる補助金率を”とすれぱ，外国における自国財の外国通貨

表示による価格は1／召から（1一κ）／θへと低下す乱このため・自国財に対す

る外国の需要が増加することとなる。

　輸出補助金を導入した場合の自国および外国の国民所得均衡条件は・それぞ

れ以下のように示される。

戸舳1榊（★・グ）一・が（り）
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　　炸・・（ヅ）・糾…仰，ツ）一㌻4一イ∴■，ゾ）

　向岡内において輸出財の価格に変化はないが，外国におげる価格（外国通貨

表示）は割安となる。補助金率以外の変数を一定とすれぱ，輸出補助金率の上

昇（低下）は内国の輸出量，あるいは外国の輸入を増加（減少）させる。すな

わち，∂κ／∂〃〉0である。

　輸出補助金が白国と外国の国民所得に与える影響を⑩式と⑪式から考察す

る。当初，θ＝1，〃＝Oとし，自国と外国の民間投資支出と政府支出を一定とす

る（〃＝6g＝6〆＝∂8＊＝O）。

　まず，固定為替相場のケース（加＝0）を考えよう。

　輸出補助金の自国所得，および外国所得に対する影響をもとめると、

め、峠千帝．＞。
L∂；；㌔　　　　　λ

　　　、ツ1κ（一㌧・音…ぶ）

　　　一一＝一・一一一一一一一一…一一一一一一一一一一・・⑬　　　伽　　　　　　　λ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　θ　　∂π
　自国の輸出供給の価格弾力性（外国の輸入需要の価格弾力性）■＾．万τは

正であるから，⑫式は正となる。輸出補助金によって外国の自国財に対する需

要が増加し，それが自国の所得循環に対する注入となる。このため，輸出補助

金の交付は自国の所得に対してプラスの効果を持つこととなる。

　外国所得に対する影響は，外国の輸入需要の価格弾力性が非弾力的であれぱ1

⑬式の符号は正であり，それが弾力的で、かつ，十分に大きな値をとれぱ，符

号は負となる。たとえば，非弾力的である場合，外国の自国財に対する需要が

増加したとしても，外国財から自国財に対する需要のシフトはわずかであり1

自国の外国財への需要の増加と輸入財である自国財の価格低下の効果によって・
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外国の貿易収支が改善され，外国所得は上昇する。しかし，十分に弾力的であ

る場合には，外国財から自国財に対する大きな需要のシフトが生じ，外国の輸

入（外国通貨表示）の増加が自国への輸出（外国通貨表示）の増加を上阿るた

めに，外国所得はマイナスになる。

　輪出補助金と国民所得の変化率との関係は，自国では輸出依存度が大きいほ

ど，外国では輸入依存度が大きいほど，国民所得の変化率も大きくなる。

　ところで，小国そデルで輸出補助金の効果を調べると（カ＝めホ＝0），

　　　　θ　　∂κ
　　　π一・一一一吻　　　κ　∂〃
一一・一一　　　　　　　〉0
伽一　　　∂〆
　　　　5’十一
　　　　　　∂ツ

がえられ，⑫式は反響効果が生じる分だけ⑭式よりも大きな値をとることがわ

かる。

輸出補助金が与えられる場合の貿易収支は・τ一（1一・）κ（1三”・刈一砿1

（召，ツ）であるが，貿易収支に及ぽす影響は，

　　　、、・叫÷・缶イー音）

　　　一．＿＝＿一⑮　　　あ　　　’　　　　λ

　この式の符号が正となるか，負となるかは断定できないが・外園の輸入需要

の価格弾力性が1よりも小さげれぱ，自因の所得の上昇に伴う輸入需要の増加

が外国への輸出供給の増加よりも大きくなり，貿易収支は赤字化する。一方。

1よりも十分に大きけれぽ，外国への輸出供給の増カロが自国の輸入需要の増加

を上回ることになるので貿易収支は黒字化する1という結論がえられ飢

　つぎに，変動為替相場のケースをとりあげ糺

　為替レ＿トは貿易収支を均衛させるように決定され札このとき・外国所得

に対して，変動為替相場制のもつ理論上の隔離機能がはたらき・自国の輸出補
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助金は何らの影響も与えない。すなわち，め‡μ勿・二0である。また，自国所得

に対する影響は，めμ〃＝小’＞0であり，輸出補助金による輸出の増加が所得

循環に対する注入となり，プラスの効果をもつことになる。理論上の隔離機能

が働くとすれぽ，輸出補助金は自国の所得のみを増加させることになり，保護

貿易の理論上の正当性が成立する。輸出補助金が為替レートに及ぽす影響は・

τ＝0として全徴分したものと，⑫式，⑬式とを違立させることによってもと

められるが，その変動は，貿易収支が黒字化するのカ㍉赤字化するのかに依存

する。

　　　∂θ　　　　　　　　一1　　　　　　　　∂τ
　　　一二　　　　　　　　　　　　　・一　　　　　　　　　⑮
　　　伽　∬（÷・告一去・芸一・）幽

　ここで，初期の貿易収支が均衡し，マーシャル＝ラーナー条件が成立すると

仮定する。このとき，自国通貨の価値が上昇するのか，下落するのかは、外国

の輸入需要の価格弾力性の大小に依存し，確定的なことは言えない。しかし1

外国の輸入需要が価格の変化に対して，非弾力的であれぱ，貿易収支の赤字化

によって自国通貨の価値は下落し，十分に弾力的であれば，貿易収支の黒字化

によって自国通貨の価値が上昇するということが指摘できる。

4．管理貿易のマクロ経済的効果

　4－1輪出自主規制のケース

近年．先進国間に貿易摩擦が生じ，通商政策も関税や補助金という価格メカ

ニズムを利用したものから，輸出入量の増加や減少，貿易量の固定化を目的と

した管理貿易の方向へと変化してきている。たとえぱ，輸出数量の自主的な制

限であり，輸入数量の制隈（あるいは輸入割当）である。また，貿易収支に黒字

をもつ輸出相手国に輸入量の自主的な拡大を求めるという新たな政策も採られ

るようになってきた。そこで，以下では，管理貿易のマクロ経済に対する影響

　592



　　　　　　　　　通商政策と国民所得，貿易収支，為替レート　　　　　　261

を分析し，その保護貿易的な側面を明らかにする。管理貿易は，輸入を縮小し，

自国の所得の増加と雇用の拡大を目指す輸入保護主義政策と，輸出を拡大し，

自園の所得を上昇させようとする輸出保護主義政策からなるとされるω。以下

の考察では，この点を吟味する。

　最初に輸出自主規制を考察する。ある国（たとえぱ貿易収支の黒字国）の輸

出量の自主的な規制の影響を考える。自国の輸出量の自主規制は，自国にとっ

て外生的な輸出の減少と同じである。白国の輸出量の変化分を6αとし，初期

の邦貨建て為替レートを1とすれぱ，①式の全徴分形に一∂αが加えられるこ

とになる。ただし，必＝晦＝Oとする。外国では輸入の減少が生じるが，現実

的には，その減少分のすぺてが内需を拡大させるわげではなく，内需の拡大と

外生的な貯蓄の増加にむかうと考えられる。そこで，輸入の減少に伴う外国の

貯蓄の変化分がゐ‡であるとすると，②式の全徴分形にあ一6s＊が加えら

れる。ただし，初期の為替レートを1とし，が＝晦ホ＝Oとおく。

　ここで，外国の隈界輸入性向を再定義す乱基本モデルでは1∂”／∂ヅ〉Oと

して仮定したが，輸出量を自主的に制限した場合には・外国の所得（外国所得

の上昇の場合）に対して自国の輸出は反応しないと考えることができ札すな

わち，∂π／∂ツ＊＝0である。自国の輸出が外国の所得に反応するのは（∂ガ／∂ヅ〉0），

外国の所得が十分に低い水準にあるときとす飢

　まず，固定為替相場のヶ一スを考察する（幽＝0）。吻μα・カホμαをもとめ

ると，

五．一（・1音・筈）＜。

ぬ・　　　　λ

が・一（＾董慌．

伽一　　　　λ
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が得られるo

　⑰式と⑱式は外国所得が低い水準にあるときの乗数効果である。外国所得が

高水準にあるときは，自国の輸出は外国所得に反応しないと仮定しているから，

⑰式と⑱式ば1オ，

め　　　一1
…一一　　　　　＜O
dα一　　　∂π＊
　　　5’十一一・一一一一

　　　　　　∂ツ

が．・一（・十制筈

■6，L－1一…u…■一■荻｛’’’
　　　　　8’∫＊’十5”一一一一
　　　　　　　　　　∂ツ

⑰’

⑱’

と奮き・換えなけれぱならない。⑰’式は小国の場合の効果（幽＝め‡＝Oと仮

定する）と同じにたる。⑱’式では，0≦6S｝μα≦1である。

　自国の輸出の滅少は所得循環からの漏れとなり，自国の所得を減少させる。

外国では，輸入が減少し，所得循環への注入となる内需拡大を生じさせること

になるが，その滅少分のすべてが内需を拡大させるとは隈らず，一部が漏れと

しての貯蓄の増加に向かうことがありえる。外禺所得への影響は，これらの大

小関係に依存する。所得循環への注入が大きく、∂∫‡μαが小さい値であると

すれぱ，⑱1式は正になる。一方，漏れが大きく，6∫‡μαが大きい値をとれ

ぱ，⑯’式は負になる。輸出自主規制は，外国所得の増減にかかわらず，外禺

の所得循環から虜国に対する漏れを生じさせない。それゆえ，自国の輸出は変

化することがなく，自国の所得の減少幅は小国そデルの場合と等しくなる。

　輪出自主規制と自国所得の変化率との関係は，輸出依存度と輸出量の変化率

の影響をうけ，それらが大きな値をとるほど、所得は大きく変化する。外国で

は輸入依存度と輸入量の変化率の大きさによる。

　輸出自主規制が貿易収支に及ぽす影響は，
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　　　∂τ　　　一8’
　　　一一一一一一一＝…一一・一一・一一一…＜0⑲　　　∂α　　　　　∂κ＊
　　　　　　∫’十一
　　　　　　　　　∂ツ

であり，貿易収支は赤字化することがわかる。また，⑲式は⑰’式の説明と同

じ理出によって小国の場合の効果と等しくなる。ただし，一般形は，∂η加＝

一・（1…苦・㌘）／λ帆

　以一止二から，一国による輸出臼主規制は，当該国の所得を減少させ、貿易相手

国の所得循環への注入の効果が大きけれぱ，他国の所得の増加と雇用の促進を

生じさせ，その貿易収’支を改善させることになる。それゆえ，輸出自主規制は，

貿易棚戸国がとる輸入保護主義政策と同じであるということが指摘できる。し

かし，貿易梢r胴の所得循環からの漏れが大きいとすれぱ，その国の所得をも

減少させることになり，世界的な不況が発生する。この場合，近隣窮乏化的な

輸人保護．セ義の考え方は成り立たず，国際経済の縮小をまねくことにな飢さ

P，に，ある一困の輸出の規制は，その国の輸入の滅少を引き起こし，貿易を縮

小させることがわかる。

　つぎに，変動為替梱場のケースを考えよう。

　理論．止二，為餅レートは貿易収支を均衡させる水準に決定されることになり・

その変動が輸出巨庄規制の貿易収支に及ぽす効果を吸収す飢自国の輸出自主

規制は，n国の所得には何らの影響も与えないことになり1めμα：0であ札

一方，外禺の輸入の減少がその国の貯蓄を増加させるとすれぱ1貯蓄が所得循

環からの漏れになり，外国所得は滅少する。すなわち・めホμα＝一αノ5ヰ’≦O

（O≦α：∂S＊μα≦1）であり，外圏所得を増加させるという理論的期待が成り立

たない。ただし，以上は，6θμα〉0であることを前提とす机

　そこで、為替レートヘの影響を調べると・

　　　伽1＿．望王⑳　　　τマ…、・劣・1パα
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　ここで，当初，貿易収支が均衡していると仮定する。また，∂κノ∂ヅ＝0と同

様に，自国の通貨価値が変化（下落）したとしても，輸出は反応（増加）しな

いと考える。つまり，∂κ／∂θ＝0である。⑳式では，為替レートが減価した場合

に貿易収支は均衛化するが，このためには，自国の輸入需要の価格弾力性（絶

対値）が1よりも大きくなけれぱならない。この条件はマーシャル＝ラーナー

条件よりも厳しいものであり，かかる条件下で，貿易収支を均衡させる機能と，

白国経済と外国経済とを隔離する機能が働くことになる。

　しかし，変動為替梱場制が理論通りに機能すれぱ，為替レートの変動によっ

て貿易収支は均衡化し，輸出自主規制のような管理貿易政策が採られることは

ない（輸入制限，輸入自ニヒ拡大のケースにおいても同様である）。また，輸出

自ヤ規制により，本来ならぱ，噌加することが螂待される外閏所得は滅少し，

かかる政策が発動される理論的根拠は何か，という閉魑が生じる。管理貿易政

策が用いられるのは，変動為替相場制が理論通りに機能していないことをあら

わすとともに，かかる政策のもとで貿易収支の不均衡が是正されないことは，

通商政策の限界を意味すると考えることができる。

　4－2　輪入数■制限のケ‘ス

　自国において外鰻財への輸入需要が大きいにもかかわらず，輸入数量の制限

を行う場合，マクロ経済変数はいかなる影響を受けるのかについて考えてみ

る。ある国（たとえぱ貿易収支の赤字国）の輸入数量制隈が，その国の所得循

環への大きな注入を引ぎ起こせぱ，その閏の所得に対してプラスの効果をもつ

ことになる。しかし，一方で，他国の所得は減少し，このとき，輸入数量制限

は輸入保護主義政策にほかならないことになる。また，輸入数量制限は，その

発動国の所得を滅少させることもあり，世界的な不況を発生させる場合があ

る。

　輸入数量制隈は，まず外国の輸出を減少させることになる。そこで，外国
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の輸出（自国の輸入）の変化分を∂βとすれぱ，②式の全徴分形に一ψが加

えられる。ただし，初期の邦貨建て為替レートを1とおき，外国の民聞投資支

出と政府支出を所与（が＝49＊＝O）としている。一方，自国では，輸入が減

少するが，その減少分は内需の拡大と外生的な貯蓄の増加にむかうと想定す

る。自国の貯蓄の変化を∂Sとして示せぱ，①式の全徴分形にψ一おが加え

られる。ただし，初期の為替レートを1とおき，〃＝㎏＝Oとしている。

　ここで，自国の限界輸入性向を再定義する。いままでは，∂が／∂ツ＞0として

考察を進めてきたが，輸入（外貨建て）を制限した場合には，自国所得の上昇

に対して輸入は反応しないことになる。つまり，∂州∂ツ＝0である。自国の輸

人が所得に対して反応するのは（∂刈∂ツ＞0），自国の所得が十分に低い水準に

あるときと’考える。

　最初に，固定為替相場の場合を考察しよう（幽＝0）。

　φμβ，め1ホμβをもとめると，

〆ヤ十一雰・）景

dβ■　　　λ

　　　φ＝、寸寸青止＜。　　　、
　　　甘碓　　　　λ

である。ただし，白国の輸入は口国の所得に反応しないと仮定してい軌この

仮定から，⑳式と⑳式は｛螂，

ψ、㌃㌧制音
那㌧　　　　　∂κ
　　　　　∫’5‡’十∫’万

．ψ＝＝、＿二王．＿．〈0

4β　　　∂κ
　　　∫＊’十Iが

⑳’

⑳’
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と霧き換えられ，⑳’式と⑳’式が輸入制隈の自国所得および外国所得に対す

る影響を示す。ここで，0≦∂∫〃β≦1である。

　外困の輸出の減少は外国の所得循環からの漏れであり，外国所得を減少させ

る。外国所得の減少幅は外国を小国としたときの効果に相当する。白国では，

輸入の減少により、外国財から自因財への需要のシフトが生じるが，その減少

分のすべてが内需拡大に向かうとは限らない。このとき，需要のシフトによる

所得循環への注入が大きく，6∫μβが小さい値であれぱ，自国所得は瑚加す

る。しかし，貯蓄が大きく瑚加し，ゐμβが大きい備をとれぱ，白国所得は減

少する。白国の所得の増滅にかかわらず，輸入制隈によって輸入の派牛的増加

は生じないから外国所得への漏れは発生しない。このため，外国所得に対する

効果は外国を小困としたときの効果と同じになる。

　自国所得の変化率は輸入依存度と輸入量の変化率の影響を受け，外国所得の

変化率は輸出依存度と輸出量の変化率の彫響を受ける。

　ところで，小国モデル（加＝め＊＝Oとする）において，輸入制限が所得に

及ぽす影響は，

　　　　　　　　∂∫
　　　　　　1一一一一一一
　　　ψ　　　碓
　　　■一」＝一一一、・一…≧O　　　　　　　　　　　　　　⑳　　　∂β　　∫

である・ただし・一般形は・榊一（1一側／（…劉である崩！

⑳式を比較すると，後老はゼロか正になるのに対し，前煮の符号は確定できな

い。これは・小国モデルでは輸出が外生変数であるのに対して，反響効果を伴

う場合には，輸入制限が外国所得を減少させ、それによって自国の輸出が減少

するということを反映したものである。

　輸入数量制限が貿易収支に及ぼす影響は，

　　　∂τ　　　S＊1

　　　Lφ］＝＾’止1」孤川0’＞0⑳　　　　　　sw＋一・一・一…一一

　　　　　　　　　∂ヅ
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であり，貿易収支を改善させることがわかる。この式は，⑳式の説明と同様に，

外国を小国とした場合の外国の貿易収支の悪化幅と等しくなる。ただし，一般

形は，榊1叫・一箒＝・景）／λ帆

　以上から，一剛こよる輸入数量制隈は，その国の所得循環への注入効果が大

きげれば，その所得を上昇させ，他国の所得を滅少させる。また，当該国の貿

易収支は黒字化し，輸入保護主義につながることが指摘できる。しかし，当該

国の所得循環からの漏れが大きい場含には，その国の所得をも減少させること

になり，世界的な不況を生じさせることになる。さらに，ある一国の輸入の制

限は，その国の輸出の減少をまねき，貿易を縮小させることがわかる。

　つぎに，変動為替梱場の場合を考察する。

　為替レートは，理論上，貿易収支を均衡させるように決まり，その変動にょ

って，輸入制隈の貿易収支に及ぼす影響が吸収される。この場合，輸入制限は

外国の所得に対して何らの影響も及ぽさない。つまり，めホμβ＝Oである。自

国では，輸入の減少分がすべて内需の拡大にむかわないとすると，貯蓄が増加

し、所得は減少することになるから，自国の産業保護を期待することができな

い。すなわち，めμβ二一6／s’≦0（0≦δ＝4Sμβ≦1）である。ただし，以上のこ

とは，ψψく0であることを前提とす私

　そこで、為替レートに対する効果を調べると1

ゐ＿．、＿＿」、二｝＿＿、．4工

万’イニ・各一1パβ

である。初期の貿易収支が均衡していると仮定し・輸入制限のために・為替レ

ートの変動（増価）に対して輸入は反応（増加）しないとする（∂州∂θ昌O）。

為替レートが璃価することによって貿易収支は均衡するが・このためには・マ

ーシャル：ラ＿ナー条件よりも厳しい条件，すなわち，外国の輸入需要の価格

弾力性が1よりも大きいことが必要とされる。この条件が成立すれぱ1為替レ
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一トによる貿易収支の調整機能と，自国経済と外国経済との隔離機能は有効と

なる。しかし，理論上の変動相場制下で輸入制限を行うことは，輸出自主規制

の場合と同様の理由によって，その理論的根拠が成立せず，変動相場制の機能

の不完全性を示すことになる。

　4－3楡入自主拡夫のケース

　自国が市場を開放し，輸入量を自主的に拡大するという政策をとる場合のマ

クロ経済変数に対する影響を考えてみよう。このような政策は，貿易収支の赤

字国が貿屠収支の黒字国に対してもとめる政策であり，輸出の促進と雇用の拡

大を口的とし，所得循環に対する注入を生じさせるとともに、貿易収支を改善

させようとするものである。このため，重商主義的な輸出の拡大をめざす保護

主義であるといえる。

　臼国が輸入の自主的な払大を行う場合，その政策手段は2通りある。1つは，

自国財から外国財への需要のシフトであり，もう1つは，国内需要の拡大（た

とえぱ政府支出の拡大）を外国財の需要に一むけるという政策である。前者のヶ

一スでは，臼国所得への効果は確定できないが，外国所得にプラスの効果を与

え，外国の質易収支を改善させる。後老の場合には，白国と外国の所得を増加

させ、外圃の貿易収支を改善させる。ここでは2通りの政策手段をとりあげる。

　第1に，自国財から外国財に対する需要のシフトのケースである。

　まず，外国では輸出が増加する。自国では、自国財から外国財への需要のツ

フトが生じる。この場合，外国財への需要のシフト（輸入の拡大）の一部カミ外

生的な貯蓄の滅少によるものと想定する。そこで，需要のシフト分を命とし1

自国の貯蓄の変化分を∂∫とすれぱ，①式の全徴分形に一命十おが，②式の

全徴分形に十吻がそれぞれ加えられる。ただし，初期の為替レートを1とし，

幽＝∂g＝が＝妙：0とおく。

　最初に。固定為替梱場の場含を考えよう（幽＝0）。
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　自国の輸入自主拡大が自国および外国の所得に与える影響は，⑳式と⑳式の

それぞれに一1を乗じることによってもとめられる。自国の輸入鉱大によって，

外禺では翰出の増加が生じ，外国の所得循環への注入がなされる。外国所得の

増加は自国財への派生的な輸入需要（自国の輸出の増加）をまねくが，その大

きさは初期の外国の輸出の増加（初期の自国の輪入拡大）よりは少たい。この

ため，自国の貿易収支は赤字化する。一方，自国所得への影響は，自国財から

外禺財への需要のシフトによる輸入の拡大（所得循環からの漏れ）と貯蓄の減

少（所得循環への注入）との大小関係による。貿易収支への影響は，⑳式の一

般形として示される。

　結果として，外副ことっては所得の上昇と貿易収支の改善をもたらすことに

なるから，外国が自園に対して輸入拡大を要求することは輸出保護主義にほか

ならないと言える。一方，自国所得の変化は確定できない。

　変動為替相場の場合，理論上，為替レートは貿易収支を均衡させる水準に決

定され，輸入自主拡大が貿易収支に及ぽす効果を打ち消すことになる。このた

め，外国の所得は何らの影響も受けず、ψ＊μr＝Oである。自国では，輪入拡

大の一部が外生的な貯蓄の滅少によってもたらされるとすれぱ，所得は増加す

る。つまり，勿μγ＝6／∫’≧0（0≦o＝おμγ≦1）である。ただし・以上のことは，

ψカ＞Oであることを前提とする。

　そこで，為替レートに与える影響を調べると。

　　　必　　　　　　一1　　　　　〃
　　　．．＿一二＿＿＿＿、一＿一一一い一一⑳　　　■ザ（÷・妾二｛ぺ音一1）吻

である。初期の貿易収支が均衡しているものと仮定し・マーツヤル＝ラーナー

条件が成り立つとすれぱ，為替レートが滅価して貿易収支を均衡させることに・

なる。

　第2に，自国の内需拡大が外国財への需要にむかう場合を考えよ㌔ここで・
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国内需要の拡大（批），たとえぱ民間投資支出や政府支出の増加（〃十∂9）が

生じるとする。まず，①式と②式を仮定（初期の邦貨建て為替レートが1，

が＝6g‡＝0）に従い全徴分する。自国では民間投資支出と政府支出の増加

（雌）の一部が外国財への需要の増カロ（6γ）にむかうことになるから，①式の

全微分形に棚一吻を加え，外国では新たな需要（輪出）の倉1咄を示す十命

が②式の全徴分形に加えられる。

　最初に，伽＝Oとおいて，固定為替相場制下における自国の輸入自主拡大が，

自国および外国の所得に与える影響を調べる。

め㌣（11制・券．〉。

庇　　　　　’λ

　　　、カ　∂が
グ．二．ψ十五＞。
’班一　　五

　自国の輪入自†拡大は，内国と外国の所得をともに上昇させることになる。

ところで，汽国の需要の拡大がすべて外国財にむかう場合（拠亡命）の乗数と，

その拡大がすべて肉国財にむかう場合（砂＝O）の乗数とを比較してみよう。前

泰の場合，’外園財への需要の増加が，まず外国所得を増加させる。そして，外

国所得の増加の一部が自国財の需要へとむかい，反響効果として自国所得も増

加する。それに対して，後老の場含，まず直接的な効果として白国所得が嫡加

し・その一部が外国財の需要へとむかうことによって外国所得をも増加させる

ことになる。かかる理由から乗数効果に違いが生じることになる。

　輸入白主拡大が貿易収支に与える影響は，

坐一叫毒・音）
棚　　　λ’」’L…L皿く0 ⑳
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であり，外国の貿場収支を改善させる。ところで，質易収支に対する影響を，

棚＝カの場合と砂＝Oの場合とで比較すると，その改善幅は前者のほうが大

きいことがわかる。この違いは前者のほうが自国の所得循環からの漏れが大き

いということによる。

　外国が，自国に対して輸入拡大を要求L，自国の内需拡大が外国財で調達さ

れるように求める場合（たとえぼ∂γμEの固定化），自国所得と外国所得はと

もに増加することになる。しかし，内需払大のすべてが自国財の需要にむかう

場合と比較すれぱ，自国所得への影響は小さく，外国所得への影響は大きくな

り，また，外国では貿易収支の大幅な改善が生じる。輸入自主拡大は，貿易の

拡大均衡を指向しているために，一見すると白由貿易的ではあるが、本質的に

は，その政策を求める国の輸出保護主義につながる可能性があると言える。

　変動為替相場の場合には，理論上の隔離効果が作用することになるから，外

国所得に対する効果は，妙“μE＝0である。自国の所得に対しては，輸入拡

大（∂γ）の所得循環からの漏れが為替レートの変動によって完全に相殺される

ために，国内需要の拡大（6E）がすべて自国財にむかうこととなる。そして，

めμE＝1／5’＞Oである。変動為替相場の場合，輸入の自主的拡大は外国所得

を拡張することはなく，それを求める外国には理論上の隔離効果が作用する。

このため，自国の輸入自主拡大によって，外国所得を増加させることができず，

理論上の変動相場制下では，かかる政策を用いる理論的根拠は成り立たないと

言える。ただし，以上のことは，ψ棚＞0であることを前提す飢

　そこで，輸入自主拡大の為替レートに対する影響を調べると，

此＿　　　　　一し．＿．．　　　．．4τ

栃’■イニξ・・’音一・ゑ・万一1）∂亙
⑳

である。ここで，初期の貿易収支が均衡し・マーシャル：ラーナー条件が成り

立つと仮定すれぱ，為替レートは滅価することにな札為替レートの変動幅を・
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犯＝吻の場合とカ＝Oの場合とで比較すると，前奏の方が大きな変動を引き

起こすことがわかる。これは，前者のケースが貿易収支により大きな影響を与

えることを反映している。

5．　む　す　び

　第1節で述べたように，以上のモデルから，通商政策の影響の現実的な側面

を論じることには隈界がある。しかし，通商政策をマクロ経済壬デルの中で考

えることによって，いくつかのイソプリケーツヨソが導き出される。これらを

まとめてむすびとしたい。

　第ユに，価格メカニズムを用いた通商政策と固定数量を目的とした通商政策

の効果との比較についてである。輸入関税や輸出補助金は，価格メカニズムを

通じて，所得や貿易収支に影響を与えるのに対して，輸出自主規制や輸入数量

制限，輸入自主拡大は，直接，所得や貿易収支に。彫響を及ぽすことになる。輸

入関税と輸出補助金の効果は，価格効果（代替効果）と所得効果によって構成

されている。これら2つの効果の大小関係により総合効果がえられることにな

り，確定的なことが書えない。それに対して，管理貿易の効果は，短期的には

所得効果のみである（長期的には価格の変化が生じるであろうから代替効果が

発生する）。管理貿易の目的として，確実な効果を期待するということがあげ

られるが，貯蓄の変化を考えると，その効果（国民所得に対する効果）を確定

することができない。貿易収支に対する効果が明確にされるのみである。

　輸入を縮小させる輸入関税と輸入数量制隈は，ともに貿易収支を改善させ，

他国の所得にマイナスの影響を与えることになるが，政策を発動する国の所得

に対する効果は確定できない。また，輸出自主規制は，その発動国の所得を減

少させるが・他国の所得への効果は不確実である。さらに，貿易の縮小均衡を

目的とする政策は，世界的な不況を引き起こしかねないことがわかった。変動

相場制下では・理論上，輸入関税と輸入制隈はその発動国の所得のみを減少さ
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せ，輪出白主規制は他国の所得を減少させることになる。この場合，通商政策

の目的は達成されない。また，固定相場制下で，輸出補助金や貿易相手国に輸

入の自主拡犬を求めるという輸出促進政策は，その発動国，あるいは輸入拡犬

を求める国の所得にプラスの劾果をもつが，他国の所得への効果は確定できな

い（ただし，民閥および政府の新たな需要の創出が外国財にむかう場合の効果

は確定できる）。貿易収支の改善については，輸出補助金よりも貿易相手国に

輸入の拡大をもとめることのほうが確実な効果を期待できる。輸出促進政策は，

貿易の拡大均衡を目的とするために世界的な不況をまねくことはないが、その

政策を発動する国へのプラス効果が大きくなり，輸出保護主義につながる。為

替レートによる貿易収支の不均衡是正が進まない中にあって，近年の通商政策

は，輸入の抑制から輪出の促進（とくに輸入自主拡犬を求める政策）の方向へ

と変化してきている。それは，その政策を求める国の経済に，確実な効果を期

待することのあらわれるであると言えよ㌦

　第2に，通商政策が採られる場合に，変動為替相場制の機能，とくに，国際

収支（ここでは貿易収支）均衡機能や自国経済と外国経済との隔離機能が有効

に働くかどうかについてである。

　理論どおりであるとすれぱ，ある因の通商政策（たとえぱ輸出補助金）は自

禺所得にのみプラスの効果を与え、他国の経済に影響を与えることがないから

正当化される場合もある。しかし，現実の経済では各国間の相互依存性が高ま

り，変動為替相場制のもつ隔離機能は働いていないと言え孔為替レートの変

動による貿易収支の均衡機能も不完全であると言えよう・すなわち・固定為替

相場制下と同様の効果カミ生じることになる。また・仮に・理論どおりであると

しても厳しい条件が必要とされる。最近のr通商白奮』と『経済白書』の付注

における輪出入関数をみるかぎりでは、目本の輸出傑給の価格弾力性（外国の

輪入需要の価格弾カ性）は概ね1以上輸入需要の価格弾力性は1以下であり・

マ＿シャル。。ラ＿ナー条件は成立する。この条件下で・輸入関税・輸出補助金・
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輪入自主拡大などが採られる場合，その影響は数値の上では他国に波及するこ

とはたい。しかし，資本移動を考慮すると（本論ではこれを無視するという極

端な仮定を置いたが），為替レートの動きは不安定となり，通商政策は国民所

得や貿易収支に対して握乱要因となりうる。また，数値を参考にすれぽ，日本

の輸入数量制隈の場合，理論上の隔離効果が生じると考えられるのに対して，

輸出自主規制の場合には隔離効果が生じないと言えよう。このため，輸出自主

規制は為替レートの不安定な変動を通じて国際経済に対する撹乱要因となるで

あろう。さらに，このことは管理貿易下においては変動相場制のもつ貿易収支

の均衛機能が働かたいことを意味しており，保護貿易（特に管理貿易）がマク

ロ政策協調の効果を弱めているということが言えよう。日本では貿易摩擦への

対応策として輸出自主規制を行ってきたが，この政策下では，為替レートによ

る貿易収支の調整メカニズムが有効に機能するとは考えられないのである。

　第3に，貿易自由化についてである。マクロ経済の視点からも自由貿易の優

位性は明らかであり，近隣窮乏化や世界的な不況を引き起こしかねず，国際経

済に対する撹乱要因となりうる通商政策は撤廃されなげれぱならない。

　そこで・変動相場制のもつ隔離効果が生じない現状のもとでの先進国の貿易

自由化について考えてみる。貿易自由化と所得の変化率との関係を考えると，

貿易依存度の大きな国ほど，その効果が大きく表れる。日本の貿易自由化（輸

入自由化）は，輸入依存度が低い日本経済には大きな効果は生じない。しかし，

対目輸出依存度が高く，かつマク日経済の輸出依存度も高い国の経済には大き

なプラス効果が期待される。輪入関税を撤廃すると，外国所得にはプラスにな

るが・自国所得に対する影響は輸入需要の価格弾力性に依存する。日本の場合，

輸入需要は価格の変化に対して非弾力的であるから，関税の撤廃は日本経済に

とってもプラスの効果を生じさせると考えられ，関税撤廃はさらに積極的に進

めるぺきであ私また，輸出補助金の撤廃は，外国所得に対しては不確定であ

るが，自国の所得に対してマイナスの効果を及ぽす。ウルグアイ’ラウソドに

　606



　　　　　　　　　通商政策と頭民所得，貿易収支，為替レート　　　　　　275

おける農産品の輸出補助金削減を巡って，アメリカとE　C諾国との間の交渉が

進展しない背景の一つにはかかる要因があると言えよう。しかし，長期的には，

輪出補助金の削滅は，財政負担の軽減に伴うプラスの効果を生じさせると考え

られる。さらに．貿易数量に対する制隈の代欝としての関税化政策は採られる

ぺきではない。そのような政策の転換が生じた場合，固定化された数量体制か

ら価格メカニズムの作用する透明性をもった貿易障壁へと移行することにはな

るカミ，保護貿易であることに変わりはないのである。貿易自菌化は，あくまで

も長期的視点からとらえることがもとめられる。

　さらに，以上の指摘と関連して，現実の経済では，さまざまな通商政策が組

合されており，これは，国際経済における撹乱要因となるだげでなく，マクロ

経済政策の効果を弱め，場命によってはその政策効果を打ち消すことにもな

る。かかる一点からも自由貿易の優位性は明らかである。たとえぱ，貿易収支の

不均衡是正というマク悼経済の政策目標は，拡大均衡的なマク日経済政策によ

って解決されるべきであり，通商政策を用いるべきではない。国際収支対策と

しては理論的に有効であるとしても，それによって貿易摩擦のすべてを解決す

るには隈界がある。また，近隣窮乏化や樹界的不況をひきおこしかねない通商

政策を，マクP政策の代替として用いるべきではない。マクロ経済の補完とし

てのミク日政策であって，マクロ経済を腿害することがあってはならないと考

えるからである。そこで，ミクロ経済政策の国際協調（たとえぱ構造協議）を

行い．その［寺・で質易内歯化を促進し，マクP経済政策の有効性を高めることが

必要であると考えられ飢

測）マクロ面から1クロ剛こまで及ぷ政策鰯の搬や内容については石井［5〕が

　　詳しい。

　（2）このことは，Bronfεnbremer，M・［2］の指榊こよるo

　13）本論の考察では，主として，Cave9，R・E・＝J㎝e9・R・W・［3］のi9章・Dor・

　nbl』sch，R．［4コの3，4章を参考にしている。とくに・輸入関税と輸出摘助金の
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　分析は，Dombugch，R．［4］の4章を2ヶ国モデルに拡張したものである。また・

　2ヶ因モデルにおける貿易数量制限や拡大という政策効果の考察は，Dombusch・

　R．［4］の3章，Niehms，J。［7］の5章、渡辺［12コの3章を基本として・通

　商政策という点から考察したものである。

（4）貿易の純粋理論において，失業を含む∬＝0モデルとして小田［8］の6章があ

　る。また，関税，補助金，数量制隈の交易条件や実質所得に対する影響を分析した

　ものにPearce，I．F．［10］の7，8，9章があり，輸出自圭規制の分析として小田

　［9］がある。本論はこれらを守クロ面から考察したものである。

（5）ここでは自国と外国の物価を1と規定化したために，交易条件が為替レートによ

　って示されることになる。

（6）資本移動は経常収支の状態と関係しているので，このような仮定は分析の単純化

　のための極端なものである。貨幣市場を合むモデルと同様に，より一般的なケース

　　として資本移動をも含めたモデルの構築が必要なことは言うまでもない。

（7）このことは，両辺を，ツ（白国所得の場合）およびヅ（外国所得の場合）で序す

　　ことによってもとめられるoすなわち，

姐、■一／仰（妾・貫・・）・側

　〃　　ツ　　　　　　　λ

州ヅ．〆十峠・簑‡・篭‡）

〃　　ヅ　　　　　　λ

　である。以下の考察においても同様の措置をとることになる。

（8）本論における貿易収支とは，断りのないかぎり，自禺からみた自国通貨表示の収

　支を意味している。

（9）現実の経済では変動為替相場制のもつ隔雌効果は作用していない。この点は、第

　4節で論述する。
㈹　広劉こは，ロビソソ：ノ＝メヅッラーの安定条件が成立すると考え，初期に貿易収

　支が不均衡であるとしたほうが現実的であるといえる。

㈹　この指摘は，Bhagwati，J．［1］の4軍による。

㈹　輸出自主規制は，長期舳こは自国財の外国における価格を上昇させると考えられ

　る。この場合1価格の変化による代替効果が生じることになるが一短期的には価楮

　の上昇がないものとLて考察を進める。

㈹　輔入数ユを制限した場合，外因財の自国における価概は上昇すると考えられるか・

　短期的には変化がないものとする。
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